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令和５年度岩沼市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和５年度岩沼市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４７８，２２４千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８，９１１，６０８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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歳　入 （単位：千円）

款 項

15 国 庫 支 出 金 3,185,070 294,156 3,479,226

 1 国 庫 負 担 金 2,185,163 1,200 2,186,363

 2 国 庫 補 助 金 988,373 292,956 1,281,329

19 繰 入 金 1,723,583 183,068 1,906,651

 2 基 金 繰 入 金 1,505,340 183,068 1,688,408

21 諸 収 入 311,409 1,000 312,409

 5 雑 入 95,571 1,000 96,571

13,213,322 0 13,213,322

18,433,384 478,224 18,911,608

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

既 定 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正されなかった款項に係る額
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歳　出 （単位：千円）

款 項

 2 総 務 費 3,026,898 41,758 3,068,656

 1 総 務 管 理 費 2,469,674 34,297 2,503,971

 2 徴 税 費 294,757 7,461 302,218

 3 民 生 費 7,433,630 161,248 7,594,878

 1 社 会 福 祉 費 2,933,553 150,656 3,084,209

 2 児 童 福 祉 費 3,960,434 8,059 3,968,493

 3 生 活 保 護 費 529,955 2,533 532,488

 4 衛 生 費 1,579,382 12,766 1,592,148

 1 保 健 衛 生 費 984,535 12,766 997,301

 6 農 林 水 産 業 費 426,359 2,064 428,423

 1 農 業 費 410,873 2,064 412,937

 7 商 工 費 377,584 252,004 629,588

 1 商 工 費 377,584 252,004 629,588

10 教 育 費 1,610,243 8,384 1,618,627

 1 教 育 総 務 費 212,677 1,000 213,677

 2 小 学 校 費 523,417 0 523,417

 3 中 学 校 費 398,726 0 398,726

 4 社 会 教 育 費 347,347 2,470 349,817

 5 保 健 体 育 費 128,076 4,914 132,990

3,979,288 0 3,979,288

18,433,384 478,224 18,911,608

既 定 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

補正されなかった款項に係る額
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１　総　括

歳　入 （単位：千円）

15 国 庫 支 出 金 3,185,070 294,156 3,479,226

19 繰 入 金 1,723,583 183,068 1,906,651

21 諸 収 入 311,409 1,000 312,409

13,213,322 0 13,213,322

18,433,384 478,224 18,911,608

一、　歳入歳出補正予算事項別明細書

款 既 定 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正されなかった款に係る額
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歳　出

款

 2 総 務 費 3,026,898 41,758 3,068,656

 3 民 生 費 7,433,630 161,248 7,594,878

 4 衛 生 費 1,579,382 12,766 1,592,148

 6 農 林 水 産 業 費 426,359 2,064 428,423

 7 商 工 費 377,584 252,004 629,588

10 教 育 費 1,610,243 8,384 1,618,627

3,979,288 0 3,979,288

18,433,384 478,224 18,911,608

補正されなかった款に係る額

歳 出 合 計

既 定 額 補 正 額 計
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（単位：千円）

23,577 △3,150 21,331

139,493 21,755

7,915 3,150 1,701

2,064

88,220 67,436 96,348

32,887 1,000 △25,503

294,156 68,436 115,632

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２　歳入

15款 国庫支出金

 1項 国庫負担金

節   

目

 2 衛生費国庫負担金 99,192 1,200 100,392  1 保健衛生費 1,200

負担金

計 2,185,163 1,200 2,186,363

 2項 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 97,369 286,690 384,059  1 総務管理費 286,690

補助金

 2 民生費国庫補助金 226,690 1,266 227,956  3 生活保護費 1,266

補助金

 3 衛生費国庫補助金 104,334 5,000 109,334  1 保健衛生費 5,000

補助金

計 988,373 292,956 1,281,329

19款 繰入金

 2項 基金繰入金

 1 財政調整基金繰入金 1,005,431 115,632 1,121,063  1 財政調整基 115,632

金繰入金

既 定 額 補 正 額 計
区 分 金 額
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（単位：千円）

  

新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金 1,200

　　　<充当先> 4  1  2  新型コロナウイルスワクチン接種推進事業 1,200

デジタル田園都市国家構想交付金 21,429

　　　<充当先> 2  2  2  固定資産税等賦課に要する経費 3,730

　　　 　　　  2  1  10 デジタル化推進事業 15,194

　　　 　　　  2  1  11 市民バス管理事業 1,270

　　　 　　　  10 4  4  図書館運営事業 1,235

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 261,878

133,339

　　　 　　　  3  1  2  地域生活支援事業 60

　　　 　　　  3  1  2  障害者通所援護事業 164

　　　 　　　  3  1  3  老人憩の家管理運営事業 256

　　　 　　　  3  2  4  私立保育園等助成事業 4,140

　　　 　　　  3  2  6  放課後児童健全育成事業 268

　　　 　　　  4  1  3  地球温暖化対策事業 1,715

　　　 　　　  6  1  2  農政推進事業 2,064

　　　 　　　  7  1  2  地域産業振興事業 88,220

　　　 　　　  10 2  1  小学校管理に要する経費 17,708

　　　 　　　  10 3  1  中学校管理に要する経費 9,030

　　　 　　　  10 5  1  スポーツ施設管理事業 4,914

マイナポイント事業費補助金 3,383

　　　<充当先> 2  1  10 情報化推進事業 3,383

生活保護安定対策等事業費 1,266

　　　<充当先> 3  3  1  生活保護安定運営対策事業 1,266

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費 5,000

　　　<充当先> 4  1  2  新型コロナウイルスワクチン接種推進事業 5,000

財政調整基金繰入金 115,632

　　　<充当先> 3  1  1  住民税非課税世帯等への臨時特別給付金事業（重点交付金分）

説 明

（15款） 国庫支出金 （ 1項） 国庫負担金

（19款） 繰入金 （ 2項） 基金繰入金
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節   

目

 7 まち・ひと・しごと創生推 174,840 67,436 242,276  1 まち・ひと 67,436

進基金繰入金 ・しごと創

生推進基金

繰入金

計 1,505,340 183,068 1,688,408

21款 諸収入

 5項 雑入

 2 雑入 95,563 1,000 96,563  6 雑入 1,000

計 95,571 1,000 96,571

既 定 額 補 正 額 計
区 分 金 額
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（単位：千円）

  

まち・ひと・しごと創生推進基金繰入金 67,436

　　　<充当先> 2  1  6  地方創生推進事業 △ 3,150

　　　 　　　  4  1  3  環境美化衛生事業 3,150

　　　 　　　  7  1  2  企業立地推進事業 67,436

リーディングＤＸスクール事業委託費 1,000

　　　<充当先> 10 1  2  学力向上推進事業 1,000

説 明

（19款） 繰入金 （ 2項） 基金繰入金
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３　歳出

 2款 総務費

 1項 総務管理費

目

 6 企画費 408,982 △3,580 405,402 △3,150 △430

10 情報化推進 372,521 37,877 410,398 18,577 19,300

費

11 諸費 199,754 0 199,754 1,270 △1,270

計 2,469,674 34,297 2,503,971 19,847 △3,150 17,600

 2項 徴税費

 2 賦課徴収費 97,509 7,461 104,970 3,730 3,731

計 294,757 7,461 302,218 3,730 3,731

 3款 民生費

 1項 社会福祉費

 1 社会福祉総 346,789 143,003 489,792 133,339 9,664

務費

 2 障害者福祉 1,113,576 7,397 1,120,973 224 7,173

費

 3 老人福祉費 81,355 256 81,611 256

計 2,933,553 150,656 3,084,209 133,819 16,837

国県支出金 地 方 債 そ の 他

既 定 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

-11-



(単位：千円)

節       

 7 報償費 △80 地方創生推進事業 △3,580

12 委託料 △3,500

11 役務費 3,116 情報化推進事業 3,383

12 委託料 34,761 デジタル化推進事業 34,494

市民バス管理事業

11 役務費 44 固定資産税等賦課に要する経費 7,461

12 委託料 7,150

13 使用料及び 231

賃借料

17 備品購入費 36

 3 職員手当等 960 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金等事業 4,752

10 需用費 1,250 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 4,912

11 役務費 2,872 住民税非課税世帯等への臨時特別給付金事業（重点交付金分） 133,339

12 委託料 5,125

13 使用料及び 132

賃借料

19 扶助費 123,000

22 償還金、利 9,664

子及び割引

料

12 委託料 2,545 障害福祉に要する経費 7,173

17 備品購入費 4,628 地域生活支援事業 60

18 負担金、補 224 障害者通所援護事業 164

助及び交付

金

18 負担金、補 256 老人憩の家管理運営事業 256

助及び交付

金

区 分 金 額
説 明

（ 2款）総務費 （ 1項）総務管理費

（ 3款）民生費 （ 2項）児童福祉費
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 2項 児童福祉費

目

 1 児童福祉総 264,323 100 264,423 100

務費

 4 児童措置費 1,521,857 4,140 1,525,997 4,140

 6 児童厚生施 480,500 3,819 484,319 268 3,551

設費

計 3,960,434 8,059 3,968,493 4,408 3,651

 3項 生活保護費

 1 生活保護総 39,695 2,533 42,228 1,266 1,267

務費

計 529,955 2,533 532,488 1,266 1,267

 4款 衛生費

 1項 保健衛生費

 1 保健衛生総 284,539 995 285,534 995

務費

 2 予防費 495,632 6,270 501,902 6,200 70

 3 環境衛生費 93,290 5,501 98,791 1,715 3,150 636

計 984,535 12,766 997,301 7,915 3,150 1,701

 6款 農林水産業費

 1項 農業費

 2 農業総務費 81,340 2,064 83,404 2,064

計 410,873 2,064 412,937 2,064

国県支出金 地 方 債 そ の 他

既 定 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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(単位：千円)

節       

17 備品購入費 100 保育業務等に要する共通経費 100

18 負担金、補 4,140 私立保育園等助成事業 4,140

助及び交付

金

12 委託料 3,551 北児童センター施設管理に要する経費 224

18 負担金、補 268 放課後児童健全育成事業 3,595

助及び交付

金

12 委託料 2,533 生活保護安定運営対策事業 2,533

12 委託料 352 保健衛生一般管理に要する経費 995

17 備品購入費 643

18 負担金、補 5,070 新型コロナウイルスワクチン接種推進事業 6,270

助及び交付

金

19 扶助費 1,200

 7 報償費 274 環境美化衛生事業 3,786

11 役務費 362 地球温暖化対策事業 1,715

12 委託料 4,865

18 負担金、補 2,064 農政推進事業 2,064

助及び交付

金

区 分 金 額
説 明

（ 3款）民生費 （ 2項）児童福祉費

（ 7款）商工費 （ 1項）商工費
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 7款 商工費

 1項 商工費

目

 2 商工業振興 331,193 252,004 583,197 88,220 67,436 96,348

費

計 377,584 252,004 629,588 88,220 67,436 96,348

10款 教育費

 1項 教育総務費

 2 事務局費 210,061 1,000 211,061 1,000

計 212,677 1,000 213,677 1,000

 2項 小学校費

 1 学校管理費 329,693 0 329,693 17,708 △17,708

計 523,417 0 523,417 17,708 △17,708

 3項 中学校費

 1 学校管理費 287,545 0 287,545 9,030 △9,030

計 398,726 0 398,726 9,030 △9,030

 4項 社会教育費

 4 図書館費 100,310 2,470 102,780 1,235 1,235

計 347,347 2,470 349,817 1,235 1,235

 5項 保健体育費

 1 保健体育総 128,076 4,914 132,990 4,914

務費

計 128,076 4,914 132,990 4,914

国県支出金 地 方 債 そ の 他

既 定 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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(単位：千円)

節       

10 需用費 220 企業立地推進事業 163,784

12 委託料 88,000 地域産業振興事業 88,220

18 負担金、補 163,784

助及び交付

金

 7 報償費 36 学力向上推進事業 1,000

 8 旅費 910

10 需用費 54

小学校管理に要する経費

中学校管理に要する経費

12 委託料 2,470 図書館運営事業 2,470

18 負担金、補 4,914 スポーツ施設管理事業 4,914

助及び交付

金

区 分 金 額
説 明

（ 7款）商工費 （ 1項）商工費
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１.　一　般　職

(1)総　　括

 ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数

(人) 給　料 職員手当 計

(17)

316

(17)

316

0

0

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

地域手当 管理職手当

補正後 24,184 27,175 21,617 204 96,307 1,332 25,243

補正前 24,184 27,175 21,617 204 95,347 1,332 25,243

比　較 0 0 0 0 960 0 0

区　分
管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手　　当

災害派遣
手　　当

補正後 690 231,823 188,441 14,945 0 0

補正前 690 231,823 188,441 14,945 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0

 イ　会計年度任用職員

職員数

(人) 報酬 期末手当 計

(311)

-

(311)

-

(0)

-

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

比　較 0 0 0 0 0

補正前 447,480 81,642 529,122 88,206 617,328

補正後 447,480 81,642 529,122 88,206 617,328

(単位：千円)

区　分
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

1,114,385 2,090,7161,745,386

給　　与　　費
共済費 合　計

9600

備　考

1,114,385 1,746,346 2,091,676

631,001 345,330

631,961 345,330

二、　給　与　費　明　細　書

(単位：千円)

区　分

補正後

補正前

比　較 0 960 960
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 説　　　明

- 給与改定に伴う -

増減分

昇給に伴う増加 -

分 　　　　

その他の増減分 -

職員手当 960 制度改正に伴う -

増減分

その他の増減分 960 住民税非課税世帯

等への臨時特別

給付金事業（重点

交付金分）に係る

時間外勤務手当分

区　　分 増減事由別内訳

給　　料

(単位：千円)

備　　　　　　　考
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア　職員1人当たり給与

※短時間勤務職員を除く

イ　初　任　給

行政職（行一）

平均給料月額(円)

区　　　　　　　　　　　　分

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 ( 歳 )

278,610

令和５年５ 月１ 日現 在○

労務職（行二）

297,791

331,964

労務職（行二）(円)

国　　の　　制　　度

区　　　分 行政職（行一）(円) 労務職（行二）(円)

338,549 323,930

高　校　卒

185,200

令和５年４ 月１ 日現 在○

行政職（行一）(円)

平 均 年 齢 ( 歳 )

49歳 5月

277,532 297,791

49歳 4月38歳 3月

154,600 151,900

353,951

38歳 4月

大　学　卒

154,600

185,200

151,900
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ウ　級別職員数

(  ) (  ) (2) (8) (6) (  ) (  )

57 77 94 27 18 21 8

(  ) (  ) (12.5) (50.0) (37.5) (  ) (  )

18.9 25.5 31.1 8.9 6.0 7.0 2.6

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

0 0 7 4 0 0 0

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

0.0 0.0 63.6 36.4 0.0 0.0 0.0

(  ) (  ) (2) (8) (6) (  ) (  )

57 77 94 27 18 21 8

(  ) (  ) (12.5) (50.0) (37.5) (  ) (  )

18.9 25.5 31.1 8.9 6.0 7.0 2.6

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

0 0 7 4 0 0 0

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

0.0 0.0 63.6 36.4 0.0 0.0 0.0

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

(級別の基準となる職務)

労務職（行二）

職　員　数　(人)
0

11

構　成　比　(％)
0

100.0

0

100.0

行政職（行一）

職　員　数　(人)
(16)

302

構　成　比　(％)
(100)

100.0

100.0

3　級 4　級 5　級 6　級

職　員　数　(人)

1　級 2　級

0

11

構　成　比　(％)

7　級

令和5年4月1日
　　　現　　在

令和5年5月1日
　　　現　　在

行政職（行一）

職　員　数　(人)

労務職（行二）

(16)

302

構　成　比　(％)
(100)

合計

係　　長
主　　査

課長補佐・主幹
課　　　長
副　参　事

部　　長
参　　事

級○

行政職（行一） 主　事・技　師

　区　　分
6級 7級4級 5級1級 2級 3級

区　　分
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エ　昇　給

合計 行政職（行一） 労務職（行二）

313 302 11

280 270 10

280 270 10

　比　　　　　　　　　　 　　率　(B)/(A)　(%) 89.5 89.4 90.9

313 302 11

280 270 10

280 270 10

　比　　　　　　　　　　 　　率　(B)/(A)　(%) 89.5 89.4 90.9

※短時間勤務職員を除く

オ　期末手当・勤勉手当

(2.300)
4.400

(2.300)
4.400
(2.300)
4.400

※（　）内は再任用職員の標準的な支給率

　号　給　数　別　内　訳○

(1.150)

 2号給(人)

12月(月分)

(1.150)
2.200

2.200
(1.150)

補
　
正
　
前

補　正　前

6月(月分)

　職　　　　　員　　　　　数　　  　(A)　(人)

　昇  給  に  係  る  職  員  数    (B)  (人)

(1.150)

区　　分

 6号給(人)

2.200

 8号給(人)

　職　　　　　員　　　　　数　　  　(A)　(人)

　昇  給  に  係  る  職  員  数    (B)  (人)

 2号給(人)

　号　給　数　別　内　訳

補　正　後

(1.150)

 6号給(人)

 8号給(人)

 4号給(人)

補
　
正
　
後

区　　　　　　　　　　　　分

 4号給(人)

備　　考

2.200
国 の 制 度

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

支給率計
(月分)

有

(1.150)
2.200

2.200

支　給　期　別　支　給　率

有

有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

加算措置等

(2%～20%加算）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

区　　　　　分

支　 給　 率　 等

その他の

47.709

区　　　　　　　分

給料総額に対する比率(%)

47.709

47.709

25年勤続の者
(月分)

差　　　異　　　の　　　内　　　容

(令和5年4月支給分)
0.008 0.006 0.000

国の制度との異同

同　　　じ

住　居　手　当

通　勤　手　当

区　　　　　分

扶　養　手　当

最高限度
(月分)

35年勤続の者
(月分)

労務職（行二）行政職（行一）

代　表　的　な　職　種

一部異なる

定年前早期
退職特例措置

定年前早期
退職特例措置
(定年前1年につき3%を

2,000円～27,800円(国の制度2,000円～31,600円)

上限とした割合加算)

47.709

同　　　じ

33.27075

33.27075

20年勤続の者
(月分)

24.586875

24.586875国の制度(支給率等)

(令和5年4月支給分)

代表的な特殊勤務手当の名称

全　職　種

1.6

支給額の多い手当……心身障害児業務手当
多くの職員に支給されている手当……清掃作業手当

0.01.3
支給対象職員の比率(%)
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